様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　6月　28日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃほっこくぎんこう
一般事業主の氏名又は名称　株式会社北國銀行
（ふりがな）つえむら　しゅうじ
（法人の場合）代表者の氏名　杖村　修司  印
住所　　　　　〒920-8670
　　　　　　　　　　　　　　　石川県金沢市広岡２丁目１２番６号
法人番号　8220001007709　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020


	公表日
	2020年8月4日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載（PDFファイルP10～13）
https://www.hokkokubank.co.jp/company/hbc/pdf/report2020.pdf

	記載内容抜粋
	中期経営計画において、地域商業銀行から「次世代版 地域総合会社」への変革を図り、地域経済の更なる活性化の一翼を担うことを宣言している。
お客さまのニーズに高レベル・低コストで対応していくには最先端のITを駆使する必要があり、デジタルの活用による生産性の向上を推進する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画については2019年11月7日取締役会において承認されており、これに基づき統合報告書が作成され、ウェブサイト上に公開している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020


	公表日
	2020年8月4日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載（PDFファイルP10～13）
https://www.hokkokubank.co.jp/company/hbc/pdf/report2020.pdf

	記載内容抜粋
	2019年11月に中期経営計画を見直し、重点戦略の概要について9つの分野で公表している。（コンサルティング・リース・キャッシュレス・営業戦略・システム戦略・次世代インバン・人事戦略・自己資本比率・DX）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画については2019年11月7日取締役会において承認されており、これに基づき統合報告書が作成され、ウェブサイト上に公開している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2020・30～31ページ


	記載内容抜粋
	・当行全体としてDXによる働き方（意思決定プロセス・権限・組織文化等）の変革を推進している。
・従来の部署縦割りではなく、部署横断的なプロジェクトを組成し、アジャイルに働く方向に変革している。
・システム戦略においてはIT子会社を設立し、高度IT人材の確保等を進めている。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2020・31ページ


	記載内容抜粋
	・インターネットバンキングシステムの刷新、勘定系システムのPaaS化、100を超えるサブシステムの内製開発の3本柱を中心とした戦略的開発への資源投下を進めている。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中長期経営戦略および2021年3月期決算の概要

	公表日
	　2021年　4月　28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載（PDFファイルP35～38）
https://www.hokkokubank.co.jp/ir/ir_briefing/pdf/20210428.pdf

	記載内容抜粋
	・インターネットバンキングシステムを2021年度、勘定系システムのPaaS化を2024年度、サブシステムの内製は順次進めていくスケジュールとしている。
・システム投資については、戦略的投資と保守・運用に区分し、戦略的投資を増加させていく方針としている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2021年　4月　28日
②2021年　3月　15日

	発信方法
	①決算発表および中長期計画公表資料の公開
②書籍の発刊

	発信内容
	1 2021年4月28日に2021年3月期決算発表を行い、その場において杖村頭取より本資料を使用してシステム戦略の方向性や現在の進捗状況、将来の投資計画などについて説明している。また当資料は、IRにおける投資家への説明にも利用しており、杖村頭取より情報の発信を行っている。
(https://www.hokkokubank.co.jp/ir/ir_briefing/pdf/20210428.pdf)
②IT子会社において、当行の取組を紹介した書籍「地域金融機関のデジタルトランスフォーメーション」の発刊により情報を発信している。本書籍の著者は杖村頭取およびシステム部門の役職員であり（巻末の執筆者一覧に記載）、書籍の出版という形で経営者からの情報発信を行っている。
（https://www.corezo-mall.com/utsunomiya/products/detail.php?product_id=6575）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2021年　6月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	自己診断結果を結果入力サイトへ登録済み。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2020年　6月頃　～　2021年　5月頃


	実施内容
	・【管理体制】2021年3月よりシステム部内にセキュリティグループを設置し、サイバーセキュリティ専担要員を4名配置。また今後はサイバーセキュリティ管理への投資をこれまで以上に進めることを(4)①の資料37ページに明記。
・【リスク特定・対策】毎年のシステムリスク評価にサイバーセキュリティ目線での調査を含めている。また毎年PCIDSS認証を更新するなどPDCAサイクルも実施している。
・【インシデントへの体制整備】社内CSIRTを構築している。CSIRTはシステム・リスク管理・広報・その他業務部門を含めており、コンティンジェンシープランも整備されている。
・【サプライチェーン】外部委託先に対して毎年モニタリングを行っており、その中でセキュリティに対する取り組み状況を確認している。
・【コミュニケーション】2015年9月より金融ISACへ加盟しており、セキュリティ情報の共有に努めている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

